
1 総論

今後の都の住宅政策の方向性をご議論いただくにあたっての主な論点

○ 少子高齢化、気候変動、ＤＸの進展や働き方の多様化など、特に現行の住宅マスタープラン策定時（令和４

（2022）年3月）以降の社会の変容について、どのように捉えるべきか。

○ 最近の都民の住生活を取り巻く環境の変化と様々な課題に対して、都はどのように向き合うべきか。

○ 都の住宅マスタープランが即して定める必要がある国の「住生活基本計画（全国計画）」において、都が注視

すべき点は何か。

○ 「2050東京戦略」に掲げるビジョンの実現に向け、当面10年間の施策展開の方向性はどうあるべきか。

○ 「都市づくりのグランドデザイン」の改定にも着手する中、まちづくりと連携した住宅政策はどうあるべきか。
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【既存住宅流通・空き家対策】

○ 都内の住宅ストックが引き続き増加している中で、既存住宅流通の活性化にどのように取り組んでいくべきか。

また、リノベーションによる住宅の供給促進に向けた施策はどうあるべきか。

○ 東京の地域性や住宅・不動産市場の状況を踏まえ、区市町村や民間等との適切な役割分担のもと、より効果的

な空き家施策はどうあるべきか。

○ 空き家の増加抑制の観点から、「空き家予備軍」を主なターゲットとした施策をいかに展開していくべきか。

2 主な論点（各論）
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【住宅セーフティネット】

○ 単身高齢世帯が今後大幅に増加することが見込まれる中、高齢者が孤立せず安心して暮らせる住環境をどのよ

うに整備していくべきか。

○ 地域のまちづくりやコミュニティ形成にも貢献するためには、都営住宅の計画的な建替えやストック活用をど

のように進めていくべきか。また、住宅セーフティネットの中核としての機能を、引き続きどのように果たし

ていくべきか。

○ セーフティネット機能の強化を進めるにあたり、区市町村や業界団体等とどのように連携していくべきか。ま

た、福祉施策とはどのように連携していくべきか。

【子育て支援】

○ 子育てしやすい住環境の整備に向け、子育てに配慮した住宅の供給促進に向けた施策はどうあるべきか。

【マンション】

○ 今般のマンション関連法改正を踏まえ、区市とも連携しながら、マンション管理適正化と長寿命化にどのよう

に取り組むべきか。

○ マンション建替えを一層促進するためには、どのような施策を講ずるべきか。また、マンションの防災力強化

のためにどのように取り組んでいくべきか。

【アフォーダブル住宅】

○ まちづくりとの連携などを含め、アフォーダブル住宅の供給促進にどのように取り組んでいくべきか。
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３ 都の住宅政策の捉え方

○ 都内において、区部と多摩部、島しょ部など地域特性が様々である中、それら地域特性等を踏まえた都の住宅

政策はいかにあるべきか。

○ 住宅・住宅市街地の更新・再生等が重点的に図られるよう、重点供給地域及びその指定のあり方はいかにある

べきか。

○ 様々な課題等への対応が求められる中、国、区市町村、関連団体や民間事業者等とどのように連携し、都とし

ての役割を果たしていくべきか。

※ なお、上記のうち、最近の住生活を取り巻く環境の変化（住宅価格、外国人など）については、先
行して早期に施策の方向性をご議論いただく予定

【最近の住生活を取り巻く環境の変化】

○ 住宅価格等が上昇する中、住宅政策としてはどのような対応が必要とされるか。

○ 外国人居住者が増加する中で、外国人との秩序ある共生社会の実現のため、住宅政策としてはどのような対応

が必要とされるか。

【安全な居住の確保】

○ 安全・安心で災害に強いまちづくり・住環境の形成のため、どのような対応が求められるか。

○ 耐震化や省エネ化など、住宅の質の向上に向けた施策をどのように展開していくべきか

○ 緑地やオープンスペースの確保などによる質の高い住環境を、どのように形成していくべきか。

【住宅・住宅市街地の質の向上】
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